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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

連結経営指標等

　

回次
第42期
第1四半期
連結累計期間

第41期
(3ヵ月変則決算)

会計期間
自　平成24年6月21日
至　平成24年9月20日

自　平成24年3月21日
至　平成24年6月20日

売上高 (百万円) 56,087 52,016

経常利益 (百万円) 26,421 25,519

四半期(当期)純利益 (百万円) 16,644 15,535

四半期包括利益
又は包括利益

(百万円) 16,929 12,064

純資産額 (百万円) 674,372 658,365

総資産額 (百万円) 704,108 686,455

１株当たり四半期
(当期)純利益金額

(円) 274.45 256.16

潜在株式調整後
１株当たり四半期
(当期)純利益金額

(円) ― ―

自己資本比率 (％) 95.8 95.9

(注) １　売上高には、消費税等は含まれておりません。

２　潜在株式調整後1株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式がないため記載しておりません。

３  第41期は、決算期変更により平成24年3月21日から平成24年6月20日までの3ヵ月間となっておりますので、四

半期連結財務諸表は作成しておりません。このため、前第1四半期連結累計期間は記載しておりません。

　

２ 【事業の内容】

当第1四半期連結累計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)において営まれている事業

の内容に重要な変更はありません。

また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第1四半期連結累計期間において、本四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項

のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に

記載した「事業等のリスク」についての重要な変更はありません。

なお、重要事象等は存在しておりません。

　
２ 【経営上の重要な契約等】

当第1四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。

　

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　
(1) 経営成績の分析

当第1四半期連結累計期間の世界経済は、欧州の債務問題が続くなかで減速感が強まり、中国など新興

国でも弱めの動きとなりました。国内についても、海外経済の減速などから輸出が減少し、景気回復の動

きに足踏みがみられました。

こうしたなかで、当社グループといたしましては中長期的な成長を維持する観点からも、企画開発面で

の充実、営業面での強化を図り、売上高は56,087百万円、営業利益は25,958百万円、経常利益は26,421百万

円、四半期純利益は16,644百万円となりました。

なお、当社は決算期変更により、前連結会計年度は平成24年3月21日から平成24年6月20日までの3ヵ月

間となっておりますので、前年同四半期連結累計期間との比較は行っておりません。

　
(2) 財政状態の分析

当第1四半期連結会計期間末の総資産は、前連結会計年度末に比べ17,653百万円増加し、704,108百万円

となりました。これは、有価証券が12,204百万円増加したことなどによるものであります。

当第1四半期連結会計期間末の負債は、前連結会計年度末に比べ1,647百万円増加し、29,736百万円とな

りました。これは、未払法人税等が1,810百万円増加したことなどによるものであります。

当第1四半期連結会計期間末の純資産は、前連結会計年度末に比べ16,006百万円増加し、674,372百万円

となりました。これは、利益剰余金が15,734百万円増加したことなどによるものであります。

　
(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第1四半期連結累計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更

及び新たに生じた課題はありません。

　

(4) 研究開発活動

当第1四半期連結累計期間の研究開発費の総額は2,472百万円であります。

　

EDINET提出書類

株式会社キーエンス(E01967)

四半期報告書

 3/13



第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 150,000,000

計 150,000,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第1四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成24年9月20日)

提出日現在
発行数(株)

(平成24年11月2日)

上場金融商品取引所名又は
登録認可金融商品取引業協会名

内容

普通株式 60,801,92160,801,921
東京証券取引所(市場第一部)
大阪証券取引所(市場第一部)

単元株式数
100株

計 60,801,92160,801,921 ― ―

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成24年9月20日 ─ 60,801,921 ― 30,637 ― 30,526

　

(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第1四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成24年9月20日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式 156,000

　

― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 60,465,300
　

604,653 ―

単元未満株式 普通株式 180,621
　

― １単元(100株)未満の株式

発行済株式総数 60,801,921― ―

総株主の議決権 ― 604,653 ―

　

② 【自己株式等】

平成24年9月20日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
株式会社キーエンス

大阪市東淀川区東中島
１－3－14

156,000 ― 156,000 0.26

計 ― 156,000 ― 156,000 0.26

　

２ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間における役員の異動はありません。
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第４ 【経理の状況】

１  四半期連結財務諸表の作成方法について

(1) 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成

19年内閣府令第64号)に基づいて作成しております。

(2) 当社は、平成24年6月13日開催の第40期定時株主総会において、定款の一部変更を決議し、決算期を3月

20日から6月20日に変更いたしました。これに伴い、前連結会計年度は、平成24年3月21日から平成24年6月

20日までの3ヵ月間となったため、四半期連結財務諸表を作成しておりません。このため、前第1四半期連

結会計期間及び前第1四半期連結累計期間は記載しておりません。

　

２  監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、第1四半期連結会計期間(平成24年6月21日から

平成24年9月20日まで)及び第1四半期連結累計期間(平成24年6月21日から平成24年9月20日まで)に係る四

半期連結財務諸表について、有限責任監査法人トーマツにより四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成24年6月20日)

当第1四半期連結会計期間
(平成24年9月20日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 101,680 104,674

受取手形及び売掛金 64,947 66,861

有価証券 278,847 291,051

たな卸資産 18,713 19,797

その他 6,295 7,758

貸倒引当金 △219 △172

流動資産合計 470,265 489,971

固定資産

有形固定資産 17,695 17,807

無形固定資産 1,336 1,316

投資その他の資産

投資有価証券 179,637 177,036

その他 17,534 18,020

貸倒引当金 △14 △45

投資その他の資産合計 197,157 195,011

固定資産合計 216,189 214,136

資産合計 686,455 704,108

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 7,521 5,781

未払法人税等 8,458 10,269

賞与引当金 3,312 4,488

その他 7,353 7,486

流動負債合計 26,645 28,024

固定負債 1,443 1,711

負債合計 28,089 29,736

純資産の部

株主資本

資本金 30,637 30,637

資本剰余金 30,531 30,531

利益剰余金 606,105 621,840

自己株式 △2,807 △2,821

株主資本合計 664,466 680,187

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 △388 △50

為替換算調整勘定 △5,711 △5,765

その他の包括利益累計額合計 △6,100 △5,815

純資産合計 658,365 674,372

負債純資産合計 686,455 704,108
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(2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第1四半期連結累計期間】

(単位：百万円)

当第1四半期連結累計期間
(自 平成24年6月21日
　至 平成24年9月20日)

売上高 56,087

売上原価 13,708

売上総利益 42,378

販売費及び一般管理費 16,419

営業利益 25,958

営業外収益

受取利息 257

為替差益 100

雑収入 131

営業外収益合計 490

営業外費用

雑損失 27

営業外費用合計 27

経常利益 26,421

税金等調整前四半期純利益 26,421

法人税等 9,777

四半期純利益 16,644
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【四半期連結包括利益計算書】
【第1四半期連結累計期間】

(単位：百万円)

当第1四半期連結累計期間
(自 平成24年6月21日
　至 平成24年9月20日)

四半期純利益 16,644

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 338

為替換算調整勘定 △81

持分法適用会社に対する持分相当額 27

その他の包括利益合計 284

四半期包括利益 16,929

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 16,929

少数株主に係る四半期包括利益 －
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【継続企業の前提に関する事項】

該当事項はありません。

　

【会計方針の変更等】

当第1四半期連結累計期間
(自  平成24年6月21日  至  平成24年9月20日)

(会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更)

当社及び国内連結子会社は、法人税法の改正に伴い、平成24年4月1日以後に開始する事業年度の期首以後に取得

した有形固定資産については、改正後の法人税法に基づく減価償却の方法に変更しております。これによる損益に

与える影響は軽微であります。

　

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

当第1四半期連結累計期間
(自  平成24年6月21日  至  平成24年9月20日)

税金費用の計算

法人税等の算定に関しては、当連結会計年度の税金等調整前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税

率を合理的に見積もり、税金等調整前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算する方法を採用しており

ます。

　

【注記事項】

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第1四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、

第1四半期連結累計期間に係る減価償却費(無形固定資産に係る償却費を含む。)は、次のとおりでありま

す。

当第１四半期連結累計期間
(自  平成24年6月21日
至  平成24年9月20日)

減価償却費 747百万円
　

　

(株主資本等関係)

当第1四半期連結累計期間(自　平成24年6月21日　至　平成24年9月20日)

１  配当に関する事項

　(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成24年9月12日
定時株主総会

普通株式 909 15平成24年6月20日 平成24年9月13日 利益剰余金

　

　(2) 基準日が当連結会計年度の開始の日から当四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配当の効

力発生日が当四半期連結会計期間の末日後となるもの

該当事項はありません。

　
２  株主資本の著しい変動に関する事項

株主資本の金額は、前連結会計年度末日と比較して著しい変動がありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

当第1四半期連結累計期間(自　平成24年6月21日　至　平成24年9月20日)

　当社グループは、電子応用機器の製造・販売を中心に事業活動を展開する単一セグメントであるため、

記載を省略しております。

　

(1株当たり情報)

1株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。
　

項目
当第1四半期連結累計期間
(自  平成24年6月21日
至  平成24年9月20日)

1株当たり四半期純利益金額 274円45銭

 (算定上の基礎) 　

  四半期純利益(百万円) 16,644

  普通株主に帰属しない金額 ―

  普通株式に係る四半期純利益(百万円) 16,644

  普通株式の期中平均株式数(千株) 60,646

(注)  潜在株式調整後1株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　

(重要な後発事象)

該当事項はありません。

　
２【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成24年10月26日

株式会社キーエンス

取締役会　御中

　

有限責任監査法人トーマツ

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　辻　　内　　　　　章　　㊞　

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　玉　　井　　照　　久　　㊞

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式
会社キーエンスの平成24年6月21日から平成25年3月20日までの連結会計年度の第1四半期連結会計期間(平成
24年6月21日から平成24年9月20日まで)及び第1四半期連結累計期間(平成24年6月21日から平成24年9月20日
まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括
利益計算書及び注記について四半期レビューを行った。
　
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して
四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のな
い四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用する
ことが含まれる。
　
監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸
表に対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レ
ビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。
四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施
される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において
一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手
続である。
当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。
　
監査人の結論
当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正
妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社キーエンス及び連結子会社の平成24
年9月20日現在の財政状態及び同日をもって終了する第1四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示してい
ないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。
　
利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。
　

以  上
　

 

(注) １　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社)が別途保管しております。

２　四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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